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☆特許権侵害訴訟において属地主義が問題となった事例 ⑴

１　はじめに
令和５年５月26日になされた知財高裁大合議判決
は、ネットワーク関連発明に関連して、ネットワー
クの一部を構成するサーバが日本国外にある場合で
あっても、被告の行為が「生産」（特２条３項１号）
に該当するとの判断を示した。
また、同一当事者間の別事件である知財高判令４・

７・20においても日本国外にあるサーバからプログラム

を配信する行為が「提供」に該当するとの判断を示した。
これらの判決は、特許権侵害訴訟における属地主
義１が問題となった事例であり注目を集めた。本稿
では、これら２つの判決を含め、特許権侵害訴訟に
おいて属地主義が問題となった事例を紹介する。

２　東京地判平13・９・20（電着画像の形成
方法事件）２
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